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1はじめに  

現在、日本道路公団では高速道路の最大の価値であ  

る高速性、安全性、快適性を維持・向上させるソフト面  

でのサービス施設に関して、「機能仕様は統一化を指  

向するが、機器仕様までは統一化しない」という基本  

方針のもとで「機器の製造から設置、調達までを一式  

で行なう工事」をいう建設業法に基づいた契約方法を  

適用している。このような現状認識の下で、日本道路  

公団は高速道路上の各種サービス設備に対して複数社  

に発注、又はメンテナンスを依頼するといった体制を  

とっている。この際に発生する、維持・管理経費を最小  

にする業者への配分を考える。制約条件として、高速  

道路利用者へのサービス性、メーカーの入札横会の公  

平性、そして業社への発注条件を取り入れた。   

今、機能仕様の異なる施設が混在し、入札機会の公  

平性が求められている状況の中で、混在パターンが変  

化すると「維持層理経費と業社の入札橡会の公平性、  

更に高速道路利用者へのサービス性の確保との関係が  

どうなるか」、また「管理経費ができるだけ安くなる  

ような計画案とは何か」といった問題の形にモデルを  

作成することを試みた。   

初めに現状分析を行ない「基本モデル」を作成した。  

次に、基本モデルの計算結果を元に「集約モデル」、「  

係数付き集約モデル」を作成し、モデル解析を行ない  

最適解を求め、現状との比較を行なった。  

くらになるのか」から「高ければいくらになるのか」  

の幅で評価を行なった。   

また費用項目だけではなく、故障頻度、機能停止時  

間といった不確定な要因に関しては、本モデルの中で  

個々の設備の故障分布の複合分布が計算されている。  

図1基本モデルの構成  

3 集約モデル   

基本モデルの計算結果を元にして、「集約モデル」  

の作成を試みた。まず、対象設備の合計台数を現状に  

近い切りのいい特定の台数に対して、モデルの構造式  

と係数を推定し、モデルの適合性をチェックした。   

集約モデルは「管理経費＝固定費＋変動費＋ランダ  

ム変動費」と簡略化できることが判明し、これを簡単  

な関数式で表し、精度良く計算でき、かつ様々な混在  

パターンに対応できるように作成した。なお、ここで  

用いた固定費とは設備の台数に関係なく発注業社数に  

依存する費用であり、変動費とは設備の台数に比例す  

る費用であり、ランダム変動衰とはランダムに発生す  

る費用、本研究では故障への対応にかかる費用である。   

基本モデルを費用項目に沿った「縦割り型費用構造  

モデル」とすると、集約モデルは「横割り塑の費用関  

数モデル」である。   

4 係数付き集約モデル   

設備台数の総台数が任意の場合でも、集約モデルを  

用いることができるように、設置規模の変化に対する  

故障費用の影響を分析し、踏台数による変換係数を推  

定した。  

2 基本モデル   

基本モデルは、費用項目の構造を分析し、実際に発  

生する各種費用を積み上げる詳細な計算を基礎として  

いる。本研究で取り上げたサービス施設の費用項目は  

図1に示されるような構造である。   

ここで、費用の推定において故障による費用が一定  

ではなく、幅を持つものと考えられるので、故障費用  

分布を計算し、その分布の10％点、平均値、90％点  

での費用を求め、全体の費用の見積りを「安ければい  
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5 制約条件   

本研究では、まず設備の故障による機能の停止が交  

通の円滑な流れを阻害し、交通渋滞による時間的ロス、  

事故による物的・人的損害などをまねきかねないため、  

高速道路利用者へのサービス性の評価として「機能停  

止率」を、公平性の尺度として「保守費用の均等配分  

」を、そして業社への発注時における最低基準として  

「最低発注台数」と「寡占防止 偉大発注台数）」を  

制約条件として取り上げた。  

図4トンネル換気設備の三角グラフ  

7 結果、考察   

現状と最適解の比較を以下の表に示す。  

表1可変式道路情報板設備の比較表  

6 結果の三角グラフ表現   

本研究では分析対象設備として、高速道路上の広い  

範囲に点在する設備の代表である「可変式道路情報板  

設備」、「交通量計測設備」を、特定の区間に設置され  

る設備である「トンネル換気設備」を取り上げた。   

制約条件を仮定し、管理経費、制約条件などの得ら  

れた結果を下図の様な三角グラフに表現した。以下に  

3設備の結果の三角グラフを示す。（但し、平均の場  

合のみ）なお、三角グラフの実線内が制約条件を満た  

す実行可能解である。  

表2 交通量計測設備の比較表  

表3トンネル換気設備の比較表  
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可変式道路情報板設備、交通量計測設備に関しては、  

現状の設置台数と故障発生回数が多かったため、本研  

究の様なモデルを用いた分析は適していた。しかしな  

がら、トンネル換気設備に関しては設置台数が少なく、  

故障もほとんど発生していないため、今回のようなモ  

デルが適していたとは青い難いが、現状の把握は十分  

に行えた。   

本研究は、ある特定の条件のみに関する解を求める  

ことではなく、モデルから得られる情報を稔合的に、  

かつ柔軟に検討できる仕組みを作成することを目標と  

した。今回作成したモデルにより、維持・管理経費の構  

造が解明でき、機能仕様の異なる施設の混在パターン  

と費用や制約条件等の関係を視覚的に表現でき、施設  

調達方針等に制約がある場合の最適混在パターンの求  

め方に関する提案をすることができた。   
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図2 可変式道路情報板設備の三角グラフ  

図3 交通量計測設備の三角グラフ  
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